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令和8年度「みやぎ発展税」の活用施策について 【概要】

２ 令和８年度 パッケージごとの活用額 ※ 表中括弧内は、前年度比

活用額が増減した主な事業活用額 （単位：千円）事業数項目

(▲1,399,613)6,672,429(▲7)941a発展税活用額合計

みやぎ企業立地奨励金
▲1,134,000千円(▲1,391,347)6,523,636(▲8)82a産業振興ﾊﾟｯｹｰｼﾞ

(▲8,266)148,793(＋1)12a災害対策ﾊﾟｯｹｰｼﾞ

産業振興パッケージ （６つの施策の柱と主な事業）

（１） 企業集積促進
8事業  活用額：3,800,944千円

企業の工場新増設等の促進、半導体・情報関
連産業の集積促進、産業基盤整備等

１ 令和８年度活用方針

課税期間延⾧における検討内容や意見等を十分踏まえ、
人口減少社会における県経済の持続的な発展に向けて、半
導体等の成⾧産業の誘致・育成による質の高い雇用の創出、
県内就職の促進等に取り組むとともに、中小企業の生産性
向上支援や、外国人の確保・定着に向けた取組、デジタ
ル・トランスフォーメーション（D X）等を推進する。
また、大規模災害におけるリスク軽減を着実に進める。

（２） 技術高度化支援
 12事業 活用額：561,341千円

産学官連携等による県内企業の技術力向上と
新規参入、マッチング、競争力強化の支援等

（３） 中小企業・小規模事業者活性化
14事業 活用額：551,979千円

中小企業・小規模事業者支援施策の総合的な
推進、創業・第二創業の促進、デジタル化の支
援等

（４） 人材育成促進
9事業 活用額：166,536千円

産業界から大学、高校等まで一体となった産
業人材育成体制の強化、即戦力となる人材の
育成

（５） 人材確保支援
11事業 活用額 252,709千円

専門知識を有する人材等の県内企業への環
流促進や企業の人材確保に向けた環境整備支
援等

（６） 地域産業振興促進
28事業 活用額：1,190,127千円

商業の振興や農林水産業の競争力強化など、
地域産業振興に資する施策等の機動的な展開

災害対策パッケージ （２つの施策の柱と主な事業）

（１） 災害に対応する産業活動基盤の強化

4事業  活用額：40,317千円

指定避難所等の機能強化など、大規模災害に
おけるリスク軽減を加速

（２） 防災体制の整備
8事業 活用額：108,476千円

人口減少社会を見据えた地域の防災力の維
持・向上のための体制整備・人材育成等

◇ みやぎ企業立地奨励金【継続】

進奨励金【継続】

◇ 放射光施設利用促進事業【継続】

◇ テック系スタートアップ企業立地促 ◇ 高度電子機械産業集積促進事業【継続】

「AI枠」の追加
◆ 中小企業等共同化チャレンジ事業【拡充】

補助件数の拡充

◆ 中小企業等デジタル化支援事業【拡充】 ◆ 半導体人材育成・産学連携推進事業【拡充】

東北大学と連携した人材育成プログラムの本
格稼働

◇ デジタル人材採用・育成支援事業【継続】

◆ 男性育休取得奨励金【拡充】
奨励金支給件数の拡充

◆ 外国人県内定着促進事業【新規】
外国人県民の災害対応力向上による地域定
着に向けた「みやポ」付与

◇ 陸上養殖経営体育成事業【継続】

◇ ものづくり海外販路開拓支援事業【継続】 ◆ 災害時物資供給体制強化事業【新規】
ドローンによる物資輸送の有効性検証

◇ ブロック塀等除却助成事業【継続】

◇ 中小企業等BCP・事業継続力強化
計画実践支援事業【継続】

◇ 地域防災リーダー育成等推進事業【継続】

３ 令和８年度 活用施策

※ ◆：新規・拡充事業 ◇：継続事業89



主な
実績と
成果等

令和8年度「みやぎ発展税」の活用施策について 【概要】

企業集積の促進

産業振興パッケージ

産業人材確保の支援

災害対策パッケージ

災害に対応する産業活動基盤強化

奨励金による 雇用創出

29,743人 (R7.4月現在)

ものづくりカレッジプロジェクトへの
参画ものづくり企業数及び学生数

延べ75社 ・1,165人(R6)

ブロック塀等の除却工事に要する
費用の一部補助

延べ25市町722件 (R2～R6)

施工前

４ 富県宮城推進基金の概要 ○ 基金残高の推移見込

令和８年度末
残高

令和８年度増減令和７年度末
残高 計活用(充当)額積立額

161.0億円▲5.4億円▲66.7億円＋61.3億円166.4億円
※１ 令和８年度増減の活用額には、令和７年度からの繰越額を含まない。
※２ 項目ごとに百万円未満を四捨五入しているため、積上げと計が一致しない場合がある。
※３ 令和８年度末残高については、立地決定した企業や今後立地する企業への奨励金等に活用する方針としている。

税収はいったん基金に積み立て、その後基金から一般会計に繰り入
れて活用事業に充当
⇒ 当該年度の税収額及び使途を明確化

５ 直近の主な活用実績

施工後

【参考】 「みやぎ発展税」の概要
「宮城の将来ビジョン」（平成19年度～令和2年度）に掲げた政策推進の基本方向で

ある「富県宮城の実現～県内総生産10兆円への挑戦～」と「人と自然が調和した美しく

安全な県土づくり」に向けた取組を充実・加速させるために導入し、県内へのものづくり

産業の集積や東日本大震災等の被害軽減などに着実に貢献

「新・宮城の将来ビジョン」（令和3年度～令和12年度）に掲げた政策推進の基本方向

である「富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進」と「強靭で自然と調和した県

土づくり」の実現に向けて、これまでの取組を継続するとともに、県経済の持続的な発

展や激甚化する自然災害などの新たな課題に積極的に対応していくために、令和５年

に課税期間を５年間延長

資本金又は出資金の額が１億円を超える法人、若しくは所得が年４千万円
（収入金額の場合、年３億２千万円）を超える法人等

適用
法人

「みやぎ発展税」導入時の宮城県県税条例第４１条（法人事業税）に定める
税率（＝標準税率）の５％相当額

超過
税率

第１期：平成２０年３月～平成２５年２月 第２期：平成２５年３月～平成３０年２月
第３期：平成３０年３月～令和 ５年２月 第４期：令和 ５年３月～令和１０年２月
（※ いずれも５年間）

課税
期間

産業振興パッケージ：県経済の成長を図るための産業振興に関する施策
災害対策パッケージ：大規模な災害による被害の最小化に関する施策
（※第３期までは震災対策パッケージ）

活用の
考え方
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(単位：千円)

うち基金充当額

１　産業振興パッケージ 7,140,163 6,523,636

4,098,906 3,800,944

1 経済商工
観光部

産業立地
推進課 2,687,000 2,687,000 　県内に工場等を新設又は増設する企業に対し、初期投資負担軽減の

ための奨励金を交付する。

2 経済商工
観光部

産業立地
推進課 13,401 13,379 　「名古屋産業立地センター」を設置し、企業OBを活用しながら中京地

区での自動車関連企業の動向の収集や誘致活動を行う。

3 経済商工
観光部

産業立地
推進課 1,175,000 898,860 　市町村が行う工場用地造成事業に要する経費を無利子で貸し付け

る。

4 経済商工
観光部

産業立地
推進課・

半導体産業
振興室

37,000 22,000
　本県の優位性を活かしつつ効果的な誘致活動を行うため、市場調査、
各業界に精通した外部専門家からの情報収集及び大学との連携等を有
機的かつスピード感を持って実施することにより、半導体産業をはじめと
する、将来にわたり成長が見込まれる産業分野の集積・振興を図る。

5 経済商工
観光部

産業立地
推進課 60,000

　市町村等が、新たな産業用地を整備するため必要な調査や整備済み
60,000 の産業用地における再生可能エネルギーの導入に向けた調査をするた

めに必要な費用の一部を補助する。

6 経済商工
観光部

新産業
振興課 30,000 30,000 　県内に工場等を新設するテック系スタートアップ企業に対し、初期投資

負担軽減のための奨励金を交付する。

7 企画部
産業デジタル

推進課 87,405 87,405
　県内に事業所を新設する開発系ＩＴ企業等に対し、初期投資負担軽減
と新規雇用促進のための奨励金を交付するとともに、全国のIT企業が
参加する展示会において、県の投資環境等について情報提供を行い、
本県への立地につなげる。

8 警察本部 交通規制課 9,100 2,300 　主要な工業団地内など物流の円滑化を図る上で効果的と認められる
主要道路上に信号機等を整備する。

646,920 561,341

9 経済商工
観光部

新産業
振興課 10,000

　材料・分析分野において、産学官連携を通じた県内事業者の技術開
10,000 発力・競争力向上を図り、県内企業が有する課題の解決に向けた技術

開発に取り組む。

10 経済商工
観光部

新産業
振興課 157,052

  地域の中小企業が単独で保有することが難しい機器等を産業技術総
157,052 合センターに設置し、地域企業の課題解決及び基盤技術の高度化や競

争力強化を図る。

11 経済商工
観光部

新産業
振興課 102,293 78,391

　「みやぎ高度電子機械産業振興協議会」の活動として、市場技術セミ
ナーの開催や展示会への共同出展等を行い、取引創出・拡大を図ると
ともに、コーディネーターによるフォローアップや販路開拓に必要な費用
の一部を補助する。

12 経済商工
観光部

新産業
振興課 10,430

　県内中小企業等が国の「成長型中小企業等研究開発支援事業」を活
10,430 用するためには、事業管理機関が必要であることから、その体制を（公

財）みやぎ産業振興機構に整備する。

13 経済商工
観光部

新産業
振興課 108,467 108,467

　ＤＸやデジタル化によるものづくり中小企業の生産性向上を目的に、講
演会等による意識醸成を図るとともに、ＡＩ・ＩｏＴ活用に向けた技術導入
支援や、産業技術総合センターの「身の丈ＤＸラボ」を核とした相談・伴
走支援を通じて、人材育成を進める。

14 経済商工
観光部

新産業
振興課 67,503

　高度電子機械産業や自動車産業分野等において、産学官連携による
技術高度化等に必要な技術・製品開発に必要な費用等の一部を補助す

67,503 る。
　また、県内企業が、川下企業等への参入を図るために試作開発等に
取り組むために必要な費用の一部を補助する。

15 経済商工
観光部

新産業
振興課 71,000 41,938 　次世代放射光施設「ナノテラス」の安定的な運営や、地域企業等の利

用促進を目的とした事業を実施する。

16 経済商工
観光部

新産業
振興課 13,277

　産業技術総合センターが主体となり、自動車・高度電子機械・食品製
13,277 造業等の分野に関する研究開発を企業等と連携協力して実施し、その

成果を地域企業に技術移転する。

放射光施設利用促進事業

地域企業競争力強化支援事業

令和8年度「みやぎ発展税」活用事業一覧

パッケージ / 施策の柱 / 事業
担当
部局

担当
課室

令和8年度当初予算額
事業概要等

１－(１) 企業集積促進

みやぎ企業立地奨励金

名古屋産業立地センター運営事業

工場立地基盤整備事業貸付金

企業誘致活動強化事業

産業用地整備設計等事業補助金

産学官連携素材技術活用支援事業

富県宮城技術支援拠点整備拡充事
業

高度電子機械産業集積促進事業

ものづくり基盤技術高度化支援事業

ものづくり中小企業”生産性向上実
現”DX戦略推進事業

テック系スタートアップ企業立地促
進奨励金

情報通信関連企業立地促進奨励事
業

企業立地型交通安全施設整備事業

１－(２) 技術高度化支援

新規参入・新産業創出等支援事業
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(単位：千円)

うち基金充当額

令和8年度「みやぎ発展税」活用事業一覧

パッケージ / 施策の柱 / 事業
担当
部局

担当
課室

令和8年度当初予算額
事業概要等

17 経済商工
観光部

自動車産業
振興室 54,888 54,888

　自動車関連産業におけるカーボンニュートラル化（CN化）への取組を
支援するため、脱炭素化に向けたエネルギー診断や計画策定支援を行
うほか、CN化に向けた設備整備のために必要な費用の一部を補助す
る。

18 経済商工
観光部

自動車産業
振興室 10,828 8,091

　「みやぎ自動車産業振興ビジョン」に基づく支援に加え、他道県等との
連携推進により、県内企業の自動車産業への参入や取引拡大を進める
とともに、　（公財）みやぎ産業振興機構が自動車関連の中小企業等に
対して行う、受発注取引関係の強化のために必要な経費を補助する。

19 経済商工
観光部

自動車産業
振興室 33,444

　自動車産業振興アドバイザーによる生産現場改善支援のほか、企業
と産業技術総合センターとの共同研究、自動車部品の機能及び性能に

3,566 係るデジタルデータの提供による新商品・新技術開発支援、生産現場に
おけるAI活用促進による生産性向上及びAI活用人材の育成支援を実施
する。

20 経済商工
観光部

自動車産業
振興室 7,738 7,738 　最新の電動車（BEV）を活用し、デジタル設計やコンピュータ上でのシ

ミュレーション技術等の普及を図る。

571,979 551,979

21 経済商工
観光部

新産業
振興課 9,000 9,000

　ものづくり産業の振興に資する研究開発を行うベンチャー企業等に対
して、事務所、研究室等として県内のインキュベート施設やオフィス等の
賃貸物件（東北大学連携ビジネスインキュベータ（T-Biz）を除く。）に入
居する場合の賃料の一部を補助する。

22 経済商工
観光部

商工金融課 17,000

　自動車関連産業、高度電子機械産業、食品製造業関連産業等の分野
に新たに参入等を行う事業者、「中小企業等経営強化法」による先端設

17,000 備等導入計画に係る認定を受けた事業者及び観光関連施設の整備を
行う事業者に対して、県信用保証協会が実施している信用保証料軽減
減収分を補てん助成する。

23 経済商工
観光部

中小企業
支援室 15,000 15,000

　地域企業の底上げを目指す「ステージアップ支援事業」において、目標
達成（企業の底上げ）を図るため、地域を牽引し、地域への波及効果が
期待される認定企業に対し、設備導入や研究開発、販路開拓等に必要
な費用の一部を補助する。

24 経済商工
観光部

中小企業
支援室 70,572 50,572 　創業又は第二創業しようとする者に対し、その必要な費用の一部を補

助する。

25 経済商工
観光部

中小企業
支援室 10,830 10,830

　本県での創業希望者に本県の創業環境や創業支援施策の情報を提
供する。
　また、県内の各地域が抱える地域課題の解決に向けた創業者を増や
すことを目的とした取組を実施する。

26 経済商工
観光部

中小企業
支援室 20,000 20,000 　中小企業等の地域資源や優れたビジネスアイデアを生かした新商品・

新サービスの研究・開発に必要な費用の一部を補助する。

新
規

27 経済商工
観光部

中小企業
支援室 44,200

　様々な課題を抱える県内の中小企業者等に対して、その分野に精通
44,200 した専門家を派遣して、課題解決のための診断・助言を行い経営革新へ

の取組をサポートする。

28 経済商工
観光部

中小企業
支援室 23,300 23,300

　（公財）みやぎ産業振興機構がものづくり中小企業等を対象に実施す
る、県外の発注企業への営業活動や、自社の加工技術や自社製品の
紹介動画の作成のための専門家派遣及び商談会等の開催に必要な費
用の一部を補助する。
　また、県内企業における適正な取引環境整備に向け、価格転嫁の促
進や賃上げ気運の醸成を図るセミナーを実施する。

29 経済商工
観光部

中小企業
支援室 16,700 16,700

　（公財）みやぎ産業振興機構が実施する、中小企業経営者の事業承継
への意識を啓発する事業や、関係機関と連携し円滑な事業承継に必要
な支援を行う宮城県事業承継ネットワークの取組に必要な費用の一部
を補助する。

30 水産林政部 水産業振興課 26,063 26,063
　地域の牽引役として成長・発展できる「稼げる」水産加工モデルを創出
するため、徹底した伴走型支援による経営課題の解決と中核人材の育
成を通じて、企業競争力を強化するとともに、企業間連携の取組を促進
する。

31 経済商工
観光部

中小企業
支援室 257,000

　県内中小企業等の生産性向上等に向けて、AIなどのデジタル技術を
257,000 活用したシステム等の導入・開発に係るアドバイザー派遣及び必要な費

用の一部を補助する。

32 経済商工
観光部

中小企業
支援室 25,000

　中小企業等の人材不足に対応するため、デジタル技術の活用等によ
25,000 る複数の企業が連携した共同化に向けた取組に必要な費用の一部を補

助し、経営の効率化を推進する。

33 経済商工
観光部

中小企業
支援室 9,439 9,439

　商工会・商工会議所が実施する、小規模事業者の経営計画作成から
計画に基づく販路開拓の取組を伴走支援するために必要な費用や、商
工会・商工会議所を通じて、小規模事業者が商談会等へ出展するため
に必要な費用の一部を補助する。

中小企業等共同化チャレンジ事業

小規模事業者伴走型支援体制強化
事業

スタートアップ加速化支援事業

みやぎ創業推進支援事業

新事業創出支援事業

取引拡大チャレンジ支援事業

事業承継支援体制強化事業

専門家派遣事業

自動車関連産業カーボンニュートラ
ル化推進事業

自動車関連産業参入支援事業

自動車関連技術支援事業

自動車産業ものづくりDX普及促進
事業

１－(３) 中小企業・小規模事業者活性化 

水産加工業企業力強化支援事業

中小企業等デジタル化支援事業

ものづくり産業起業家等育成支援事
業

富県宮城資金等円滑化支援事業

ステージアップ支援事業
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34 農政部 食産業振興課 27,875
　食品製造業者の経営改善に向けて、課題の洗い出しから事業の再構

27,875 築に向けた活動の実施までの一連の過程をサポートするとともに、人材
育成に関するセミナーを開催する。

242,777 166,536

35 経済商工
観光部

半導体産業
振興室 50,200 50,200 　「みやぎ半導体産業振興ビジョン」に基づき、関係機関等と連携した半

導体人材の育成・確保等に向けた取組を推進する。

36 経済商工
観光部

国際政策課 60,000
　 台湾・ベトナム・インドネシアに人材サポートセンターを設置し、県内企

30,000 業等との人材マッチング、日本語学校における留学生募集活動等に資
する取組を行う。

37 経済商工
観光部

国際政策課 15,000
　専門家を派遣し、「大崎市立おおさき日本語学校」の運営や日本語学

10,594 校の開設を検討する市町村に対する支援を行うほか、送出し国及び送
出し想定の大学等、関係機関との関係の構築や強化を進める。

38 経済商工
観光部

国際政策課 25,000 25,000
　外国人材の定着に向け、外国人材の受入れに積極的に取り組む自治
体をモデル地域として選定し、モデル地域における日本語学校等の受
入体制構築の取組を財政的に支援することにより、県内の外国人材受
入体制を強化する。

39 企画部
産業デジタル

推進課 42,846
　県内ＩＴ企業等への就業促進のため、就職活動前の学生等を対象に県

42,846 内ＩＴ企業等が教育機関等と連携して行う事業に対し費用の一部を補助
するほか、新卒学生等の採用後の人材育成を支援する。

40 企画部
産業デジタル

推進課 33,898 4,401 　中小企業のデジタル技術を活用した生産性向上を促進するため、経営
者や担当者向けにデジタル技術活用に関するセミナーを開催する。

41 経済商工
観光部

自動車産業
振興室 11,509

　体系的な研修等を通じて、自動車関連企業への就職の促進、中小企
343 業の人材育成の促進を図り、自動車関連産業のさらなる集積と振興を

推進する。

42 教育庁 教職員課 1,980 1,980 　最新技術等を習得するため、専門高校等の教員等を最先端の技術・
技能を有する企業等に派遣する。

43 教育庁 高校教育課 2,344 1,172
　専門高校等の特色・強みを踏まえて、地域の課題・人財育成のニーズ
に応じることにより、地域活性化の担い手として、分野や領域の壁を超
えて人や組織の「協働」を創出し、地域産業の振興を推進できる人財を
育成する。

335,376 252,709

44 経済商工
観光部

富県宮城
推進室 30,000 30,000 　ものづくり人材の確保等に向けて、ものづくりカレッジを設置し、県内の

中小ものづくり企業の特色や魅力を学生に伝える取組を行う。

45 経済商工
観光部

産業立地
推進課 693 693 　県内に立地した企業の雇用確保を効果的に支援するため、企業と合

同で高校等を訪問し、学生や教員等の認知度向上を図る。

46 経済商工
観光部

雇用対策課 45,000 45,000 　県外に居住するプロフェッショナル人材を、有料人材紹介会社を介し、
新たに受け入れた企業に対し、紹介手数料の一部を助成する。

47 経済商工
観光部

雇用対策課 34,275
　企業における副業・兼業人材の活用に向けて、民間の大手マッチング

17,638 プラットフォーム内に宮城県特集サイトを設け、求人掲載やマッチングの
支援を行う。

48 経済商工
観光部

雇用対策課 37,820
　 県内に本店・本社を有する中小企業等において、男性従業員が育児

37,820 休業を取得した場合、一定以上の日数に応じて企業に対して奨励金を
支給する。

49 経済商工
観光部

雇用対策課 29,828 14,914
　県内の半導体関連企業へプロフェッショナル人材戦略マネージャー等
を派遣し、必要な人材の明確化を図るとともに、民間人材ビジネス事業
者を活用して、必要となる半導体関連プロフェッショナル人材の確保を支
援する。

50 経済商工
観光部

自動車産業
振興室 4,500 4,500 　子どもや就職期の学生等の自動車業界に対する関心を集めるため、

モビリティ関連イベントを通じてクルマの魅力を発信する。

新
規

51 経済商工
観光部

中小企業
支援室 885

　「国家戦略特別区域外国人エンジニア就労促進事業」を実施し、海外
885 の優秀なITエンジニア及び半導体関連産業エンジニアの在留資格審査

の迅速化を図り、県内企業への受入れ円滑化と就労促進につなげる。

男性育休取得奨励金

プロフェッショナル人材戦略拠点（半
導体）運営事業

Enjoy Mobility!!!!　クルマの魅力発信
事業事業

外国人エンジニア就労促進事業

食品製造業経営力強化サポート事
業

１－(４) 人材育成促進

立地企業雇用確保支援対策事業

宮城ＵＩＪターン助成金事業

副業・兼業人材活用支援事業

産業人材養成教員研修事業

ものづくりカレッジプロジェクト推進
事業

専門教育次世代人材育成プロジェク
ト事業

１－(５) 人材確保支援

デジタル人材採用・育成支援事業

産業デジタル化支援事業

自動車関連人材育成支援事業

半導体人材育成・産学連携推進事
業

現地人材サポート体制構築事業

外国人材受入体制モデル構築事業

日本語学校開設・運営支援事業
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新
規

52 経済商工
観光部

国際政策課 28,000

　国が令和８年６月に予定しているマイナンバーカードと在留カードの一
体化を機に、外国人にみやぎポイント配布キャンペーンを実施するも

28,000 の。みやぎ防災アプリとの連携をポイント付与の条件にすることで、災害
時に多言語での情報発信を可能とし、国籍問わず安全に安心して暮ら
せる地域を目指す。

53 経済商工
観光部

国際政策課 69,975 43,992 　県内企業の人材確保を支援するため、県内企業の外国人材の受入れ
及びその定着を支援する。

54 経済商工
観光部

国際政策課 54,400 29,267
　県内企業の外国人材需要を開拓した上で、覚書を締結したインドネシ
ア及びカンボジアと連携しながら、参加企業に対して制度の理解を深
め、監理団体等とのマッチングを図るほか、専門的な知識を有する外国
人材の受入れ促進に向けたイベントを開催する。

1,244,205 1,190,127

55 経済商工
観光部

富県宮城
推進室 8,000 8,000 　地方振興事務所からの企画提案により、地域産業が抱えている課題

解決を図り、持続的な地域産業の振興を目指す。

新
規

56 企画部
デジタルみやぎ

推進課 8,442
　デジタル身分証アプリを活用し、「必要な人に、必要な情報を確実に届

8,442 ける」仕組みを実現するとともに、官民・分野横断で住民が利便性と価値
を実感できるDXサービスの提供を目指す。

57 経済商工
観光部

富県宮城
推進室 521,920

　防災等に利用できるデジタル身分証アプリの普及拡大及び域内消費
521,920 の拡大による経済活性化を目的として、デジタル地域ポイントを活用した

事業を展開する。

58 経済商工
観光部

新産業
振興課 9,890 8,079 　新商品開発や後継者育成等に要する費用の一部を補助するとともに、

販路開拓を支援するための展示会等への出展を行う。

59 経済商工
観光部

新産業
振興課 8,500 8,500 　県内の優れた工業製品を発掘し、「みやぎ優れＭＯＮＯ」として認定す

るとともに、認定製品の市場開拓や販路拡大等を支援する。

60 経済商工
観光部

自動車産業
振興室 21,000 21,000 　沿岸被災地をフィールドとした電動モビリティの活用実証事業を実施す

るために必要な費用の一部を補助する。

61 経済商工
観光部

自動車産業
振興室 57,000 57,000 　ユニバーサルデザインタクシー車両を新たに導入する事業者等に対

し、導入に必要な費用の一部を補助する。

62 経済商工
観光部

商工金融課 11,000
　商店街組合やまちづくり会社が商店街の課題を解決するために必要

11,000 なソフト・ハード事業及びビジョン形成のために必要な費用の一部を補
助する。

63 経済商工
観光部

商工金融課 11,800
　将来、商店街等の地域商業リーダーとなる人材を育成するため、セミ

11,800 ナーの開催や若手・女性商業者が実施する新たな魅力発信等の事業を
実施するために必要な費用の一部を補助する。

64 経済商工
観光部

商工金融課 6,050
　商店街組織や商業者等が実施する、従来の商業機能を強化・補完す

6,050 るための新たな販売手法の取組を実施するために必要な費用の一部を
補助する。

65 経済商工
観光部

商工金融課 15,300
　今後増加が見込まれる外国人居住者やインバウンドを対象に、商品開

7,650 発や販路開拓、集客の強化、地域事業者の機会創出に取り組む商工団
体に対して助成を行う。

66 経済商工
観光部

観光戦略課 32,871 21,881 　インバウンド誘客・交流人口拡大の観点から、訪日教育旅行を促進す
るため、台湾を対象とした誘致活動を行う。

67 経済商工
観光部

観光戦略課 23,000

　台湾の現地サポートデスクと大連事務所において、現地の情報収集を
はじめ、旅行会社等へのセールスコールや商品造成のフォロー、現地で

23,000 の旅行博等のイベントへの出展等の取組を実施するとともに、台湾、中
国、韓国、香港及び英語圏に対する情報発信について一元化して発信
することで機動的なプロモーションを展開する。

68 経済商工
観光部

国際ビジネス
推進室 8,801

　国際ビジネス推進コーディネーターを配置し、貿易の実務や商習慣、
5,055 仕向地ごとの規制などの相談に対応することにより、更なる輸出拡大を

図る。

69 経済商工
観光部

国際ビジネス
推進室 14,300

　県内企業の海外市場における販路拡大を促進するため、海外展示会
9,912 において宮城県ブースを設置し出展を支援するとともに、県産工芸品の

海外テストマーケティング等を実施する。

教育旅行誘致促進事業

外国人観光客誘致促進事業

県産食品海外ビジネスマッチングサ
ポート事業

ものづくり海外販路開拓支援事業

商店街ＮＥＸＴリーダー創出事業

買い物機能強化支援事業

商工団体と連携した訪日外国人向
けビジネスチャンス創出事業

地域ポイント等導入支援事業

みやぎの伝統的工芸品産業振興事
業

みやぎ優れＭＯＮＯ発信事業

次世代自動車技術実証推進事業

ユニバーサルデザインタクシー普及
促進事業

地域支援事業

外国人材活躍推進事業

外国人材ジョブフォーラム事業

１－(６) 地域産業振興促進

次世代型商店街形成支援事業

外国人県内定着促進事業

ＤＸみやぎ推進事業
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新
規

70 経済商工
観光部

国際ビジネス
推進室 14,632 4,539 　半導体関連産業への参入を希望する県内企業に対して、海外での国

際展示会出展を支援し、取引機会の創出に取り組む。

71 経済商工
観光部

国際ビジネス
推進室 6,182

　東北大学などの関係機関と連携して本県への投資が期待される海外
6,182 企業等を招聘した「ナノテラス」等の視察や、県内企業とのビジネスマッ

チングを実施する。

72 企画部
産業デジタル

推進課 17,278 17,278
　ユーザー企業のニーズに即した実用的な商品の開発に必要な経費の
一部を補助するとともに、優れたＩＴ商品を県が認定し、認定商品の浸透
を図るため、展示会への出展等の販促活用に必要となる経費の一部を
補助する。

73 企画部
産業デジタル

推進課 17,575 17,575
　県内企業等の課題解決に寄与するデジタル技術を活用したシステム
開発・導入実証を行うために必要な費用の一部を補助するとともに、デ
ジタル技術導入を検討する県内企業等と県内IT企業との異業種連携に
よるデジタル技術を活用したビジネス振興を図る。

74 企画部
産業デジタル

推進課 19,808 19,808
　スタートアップのネットワーク形成に向けた機会創出及び認知度向上
のための情報発信のほか、専門領域に特化したメンタリングなど、デジ
タル系スタートアップが次のステージへ成長する支援を実施し、本県に
根付き、全国ひいては世界に羽ばたくスタートアップの創出を目指す。

75 環境生活部 環境政策課 5,706 5,706
　ものづくり産業において急速に増大する再生可能エネルギー電力需要
と、県内の未利用地等を活用した再生可能エネルギー電力をマッチング
し、県内産業への再生可能エネルギー電力の優先供給による競争力の
強化を図る。

76 環境生活部 環境政策課 1,000
　水素エネルギーに関する産業創出に向け、県内事業者等を対象に関

1,000 係機関等と連携した水素・燃料電池関連技術に関する産業セミナーを開
催する。

77 農政部 農業振興課 200,514 200,514
　経営の多角化や大規模園芸生産等を行おうとする経営体に対して、施
設整備等するために必要な費用の一部を補助するとともに、（公財）み
やぎ産業振興機構がアグリビジネス経営体の育成に向けた経営講座や
専門家派遣を実施するために必要な費用の一部を補助する。

78 農政部 園芸推進課 2,051 2,051
　大規模園芸施設を新設又は増設した農業法人に対し、大規模園芸施
設の立地に対する優遇制度を設ける。
　令和８年度は、農業参入を計画している企業を訪問する等、企業参入
促進に向けた活動を実施する。

79 農政部 畜産課 20,400 5,000
　消費者と農家を結び付け、地域密着型の生産消費を促進するため、生
産現場での生産性向上や効率化を図るとともに、顧客の定着のため銘
柄豚肉・鶏卵を原材料とした製品等の販売会や消費者交流イベントを開
催する。

80 水産林政部
水産業基盤

整備課 101,185
　水産物を安定供給する体制を構築するため、漁業者等が閉鎖循環式

101,185 陸上養殖システム等の導入に必要な費用の一部を補助するとともに、
陸上養殖を普及させるためセミナーの開催や専門家派遣を実施する。

81 土木部
空港臨空
地域課 20,000 20,000 　新規路線誘致及び路線維持に向けた航空会社・就航地等へのトップ

セールス及び航空路線PR、貨物創出実証分析を行う。

82 土木部
空港臨空
地域課 60,000 60,000 　航空会社の新規就航や増便等を後押しするため、仙台空港に就航す

る新規路線等の就航初期に必要となる費用等の一部を補助する。

２　災害対策パッケージ 148,904 148,793

40,414 40,317

83 土木部 建築宅地課 2,128 2,031

   緊急輸送道路のうち、優先的に沿道建築物の耐震化を促進すべき主
要な施設へ連絡する道路沿いに建てられ、倒壊した場合に前面道路の
過半を閉鎖する恐れのある建築物の所有者が実施する耐震診断・設
計・工事に対し補助を行う市町村へ市町村負担の一部を助成する。
　また、市町村が行う指定避難所の耐震診断に要する経費の一部を助
成する。

84 土木部 建築宅地課 15,286
　危険なブロック塀等の改善を加速させるため、ブロック塀等の除却に対

15,286 して、市町村による助成に加えて、県による市町村を通じた助成も実施
する。

新
規

85 復興・
危機管理部

防災推進課 8,000 8,000
　災害時における多様な手段を組み合わせた物資供給体制の構築につ
なげるため、平時から輸送手段を整理し、関係機関と連携したドローン
を用いた実証を行い、迅速かつ確実な支援が可能な体制の整備を図
る。

特定建築物等震災対策事業

災害時物資供給体制強化事業

アグリビジネス経営体確保育成事業

みやぎ大規模施設園芸立地奨励金

持続的畜産の実現に向けた消費と
生産の好循環プロジェクト

陸上養殖経営体育成事業

仙台空港600万人・5万トン実現推進
事業

航空路線誘致対策促進事業

２－(１) 災害に対応する産業活動基盤の強化

ブロック塀等除却助成事業

対宮城県直接投資促進事業

みやぎＩＴ商品販売・導入促進事業

先進的デジタル産業振興支援事業

DX関連スタートアップ支援事業

再エネ電力調達マッチング支援事業

水素エネルギー産業創出事業

半導体関連産業海外販路開拓支援
事業
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うち基金充当額
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パッケージ / 施策の柱 / 事業
担当
部局

担当
課室

令和8年度当初予算額
事業概要等

86 教育庁 施設整備課 15,000
　市町村が行う小中学校施設の防災対策事業のうち、国庫補助の対象

15,000 とならない小規模な非構造部材の耐震対策工事を実施するために必要
な費用の一部を補助する。

108,490 108,476

87 総務部
私学・

公益法人課 13,000 13,000 　私立学校の耐震化工事等に要する費用の一部を助成する。

88 経済商工
観光部

中小企業
支援室 25,000 25,000 　中小企業等が策定したBCP・事業継続力強化計画を実践するために

必要となる設備・備品等の導入経費の一部を補助する。

89 復興・
危機管理部

復興支援・
伝承課 506

　次なる災害を見据えた防災・減災を進めるため、企業経営者等の震災
506 時の経験や得られた教訓などを紹介することで、中小企業等の経営者

等の防災意識の向上を図る。

90 復興・
危機管理部

復興支援・
伝承課 17,880 17,866

　大規模災害時における経済的な被害の最小化につなげるため、水災・
地震補償を付帯した保険の有効性をPRするプロモーション活動を実施
するとともに、それらに新規加入する者等に対して、その費用の一部を
補助する。

91 復興・
危機管理部

防災推進課 19,291 19,291 　災害に関する基礎知識や防災対策等の技能を有する防災リーダーを
地域や企業内で計画的に育成するための養成講習等を開催する。

92 復興・
危機管理部

防災推進課 1,431 1,431 　資源エネルギー庁事業により災害対応型中核給油所等に備蓄された
燃料を優先的に利用するための管理に必要な経費を負担する。

93 土木部 事業管理課 30,000
　大規模な災害の発生に備え、県の防災力の更なる強化を図るために、

30,000 県内の建設企業等が取り組む防災体制の構築や対応力の強化等に必
要な費用の一部を補助する。

94 教育庁
保健体育
安全課 1,382 1,382 　自主防災組織等における将来の地域防災活動の担い手となる、「みや

ぎ防災ジュニアリーダー（高校生）」を養成する。

7,289,067 6,672,429　　　　合　　　　　　　　計

小規模防災機能強化補助事業

地域建設産業災害対応力強化支援
事業

中小企業等BCP・事業継続力強化
計画実践支援事業

被災した企業経営者等による中小
企業向け防災研修事業

水災・地震保険加入促進体制構築
事業

地域防災リーダー育成等推進事業

災害用石油製品備蓄事業

２－(２) 防災体制の整備

みやぎ防災ジュニアリーダー養成事
業

私立学校施設設備災害対策支援事
業
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